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(注) 種別欄の※印は 16 ミリのほかに35 ミリ プリン トの保有を示す.

(組沖厳)

こ くてつはんばいもう 国鉄販売網 企業が，その経況

を維持し，発展させるためには，企業自体の版必活動を積極化

し，その商品・サービスが顧客の手に渡るまでの流通経過が合

理的なものでなければならない。尚 41E ・サー ビスを販売する経

営内の組織を販売組織.経営外の組織を販売経路とし北、，それ

で販売網が形成される。現在国鉄の販ッピの機能を担当する もの

としては， 5, 000 l'こ及ぶ駅を主体と する自治の販売組織および

販売につレて委託した代売あっ旋業者 ・ 通巡事業者などがある。

表-1 旅客関係代売業者の販売実綴および代売割合
(昭和 35 年ぽ分)

ム売|阪売実績 : !it. ó允上両
扱箇所別 I ~:- _:~ I 十 一一ーに対する

|箇所数 | 乗車券種別|販売額(純収入) '割 合

同 | 箇所 l 一般乗車券 | 胤蝋 571 i 83.5% 
扱 | 駅 , 4, 853 i 団体乗車券 2 ， 29 1. 446 1 1.2 

L 、 1 計 1 167 ， 272 ， 017 1 84.7

一般乗車券 I 22, 9 

代 | 日本 交 通公社 1 23幻7 j 団体乗車券 3， 658 ， 785 ' 1. 9 

計 1 26，拙， 824 i 13.5 

先周遊乗車券 286， 543 1 O. 1 

! 日本旅行会 116 団体乗車券 1 ， 775， 440 I 0.9 

業 i 一 一一一 "十 121-fj31 10 
者|近畿日本山リスート 85 I 団体乗車券 1，胤 262-1 0.5 

1東急観光 19 1 " 352, 351! 0.2 

市 s '* -i--~ I 46 i__ ~ _二必豆 0.1
ぃ ! 日本交通観光 、 14 発売は，昭和 36.8 ・ 1 から尖縮

| 小計 | 日 30， 2川05 I 15.3 

合 計 h， 370 ! | 互守豆日00.0
(注) 1 販売箇所数は，昭和 37 ・ 3 ・ 1 現在のものを示す.

2 販売実績は，昭和 35 年度の純収入(販売総額から通行税 ・

連絡社線分を除いたもの)を示す.

3 日本交通公社の一般乗車券には，周遊乗車券その他を含む.

国鉄の販売網は顧客の需要にこたえて，いっそう行き届いた

サービスを提供するとともに， 激化する競争下で国鉄による輸

送需姿を積極的に喚起するものであることが必要であるから，

i郊外販売網を国鉄臼体の販売機構と 一 体化した形態で活用しう

るよう ，技術することが望ましい。なお，部外版7'é網の代売実

績 ・ 取級実績は表ーl ・ 2 のとおりである。

これで明らかなように，旅客関係の代売実績は昭和35年度に

おL 、ては 302 館、 7 ， 100 万円で総売上高に対する割合は 15. 3%
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を占め，そのうち交通 表ー2 貨物関係通運事業者の取m実績

公社 1 社のみの売上げ (昭和 38 年度分)

ヵ:山%に達しており取扱実績(千ト γ畑合%)
また貨物関係では，通 一一ー一一一ーム一一一
通事業者の取敏夫績は 日 通 叫4ω34. 2

旧業者 24， 968 5.8 
昭和 38 年度にっし、て ~.， ~~~ 

新規業者 36， 384 I 8.4 
みると 2 億 4， 713 万 一般業者計 209 ， 815 48.4 

3，∞0 トンで， その訓 限定業者 37， 319 8.6 

合は57.0% に及び， そ 業者計 247， 1 33 57.5 

のうち日通 l 社だけで 直 敏 186， 67ゆ 1 43.0 

鉄道発着計 433 ， 804 100.0 
も 34 . 2% を占めている。 上 一一一一一一」一一一一
参考文献 国鉄営業開発業務研究会縦 鉄道の営業|摘発。

(凶崎孝昭)

こくてつよ う せいきかんきょういく 国鉄養成後関教

育 養成機関教育は， 1織良を勤務からはずして， 教育訓練を専

I"j に担当する部『告において行なう も ので， それには * 中央鉄道

学園 ・第一種鉄道学園・第二種鉄道学園・看膿学園および工場

校能者議成所の低成機関がある。

養成機関における教育訓練は， その目的からll5:分して，正胤

教育 ・ 転換教育および同教育の三つがある。

1 正規教育

新.ll!J末期者に対して行なうものおよび舛職 ・ hlì職手を目的と

して行なう。

2 転換教育

機器 . i& OUî等の更改または他の験主主への転換によれ 職務の

内容または作来方式が著 しく変吏される場合に行なう。

3 再教育

職員の刻直J似当する職務について， 主としてその知識および

技能の向上改善をはかるこ とを目的として行なう。

また袋j必機関における教育よJll f.!lU1，次のような謀彪および講

陸tこより行なう。

l 研修練程

管型監告の地位にある職員およびこれに準ずる職員に対し，

研修会必により jlH立有を行なう次のよ うなもの。

経蛍管辺者研修会必(局長級)

経笛幹部研修会議(部長級)

駐在illí愉長研修会議

経蛍幹 i;iI耐f修会議(謀長級)

総ll5:管J!Jl者研修会議 (管理所長級)

tJI.場長研修会議

経笛伐術研修会議

船舶幹部研修会議

講削l研修会議

J旨導負担f修会議

2 研究棟程

新規に幹部梨艮として録則した大学卒業者に対し，事宇部長員

として必要なIE鋭教育を行なうもので ， これには，本社主義用と

支社採用の 2 方法によっているが， 前者は中央鉄道学園の研究

謀起第一科に入学させ 12 箇月間， 後者は中央鉄道学幽および第

一種鉄道学園の研究課程第二科に入学させ， 6 箇月 |詰l の教育副11

練を笑鈍している。

3 大学概程

大学卒業の採用者以外の職員に対 し，幹部要員とするための

Æ説教育を行なうものであり ， 中央鉄道学園に設けられ， 高等

学校卒業程度の学力を有する部内職員ならびに当年高等学校を

卒業した lill外者から試験により選法し，卒業時おおむね大学卒

一一 132 一一


